
「統計資料編」においては、県総合政策部統計分析課が実施している下記の調査等の概要を示すと

ともに、 令和４ 年から４か年の経済動向を年表にして紹介します。

青森県景気動向指数の概要

青森県景気ウォッチャー調査

令和７ 年中に公表された各種統計調査の結果

～ 令和４～７ 年の県内及び国内・海外の経済動向の年表

資料 青森県景気動向指数の概要

景気動向指数 ＣＩ、ＤＩ の概要

景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標の動

きを統合することによって、景気の現状把握及び将来予測に資するために作成された指標です。

景気動向指数には、構成する指標の動きを合成することで景気変動の大きさやテンポ 量感 を

測定することを主な目的とするコンポジット・インデックス ＣＩ と、構成する指標のうち、改

善している指標の割合を算出することで景気の各経済部門への波及の度合い 波及度 を測定する

ことを主な目的とするディフュージョン・インデックス ＤＩ があります。ＣＩとＤＩには、そ

れぞれ、景気に対し先行して動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の

３本の指数があります。

なお、景気動向指数は、各経済部門から選ばれた指標の動きを統合して、単一の指標によって

景気を把握しようとするものであり、全ての経済指標を総合的に勘案して景気を捉えようとする

ものではないことに留意する必要があります。

ＣＩ、ＤＩのそれぞれの見方

一致ＣＩが上昇している時が景気の拡張期 好況 であり、低下している時が景気の後退期 不

況 です。一致ＣＩの動きと景気の転換点 景気の山・谷 はおおむね一致します。一致ＣＩの変化

の大きさから、景気の拡張又は後退のテンポ 量感、勢い を読み取ります。

毎月の統計表には、３か月後方移動平均と７か月後方移動平均を合わせて掲載しており、３か

月後方移動平均の符号の変化により、基調の変化 改善⇔足踏み、悪化⇔下げ止まり を、７か月

後方移動平均の符号の変化により、景気の局面変化 景気拡張期⇔景気後退期 をみます。

一方、ＤＩは、景気拡張の動きの各経済部門への波及効果を測定するとともに、景気局面の判

定に用いることを主な目的としています。 ～ ％の間で変動し、 ％ラインを上回っている期

間が景気の拡張期 好況 で、 ％ラインを下回っている期間が景気の収縮期 不況 です。ＤＩが、

％ラインを上から下に切る時点が「景気の山」 拡張期から収縮期への転換点 、 ％ラインを

統計資料編



下から上に切る時点が「景気の谷」 収縮期から拡張期への転換点 です。

青森県景気動向指数の改定

本県では、第 景気循環以降において 第 景気循環を除き 、景気が一循環する毎に景気動

向指数の採用系列を見直して改定を行い、精度の維持・向上を図ってきました。

令和４ 年７月に内閣府が第 景気循環の景気基準日付を確定したことを受け、本県に

おいても第 景気循環の確定に合わせて景気動向指数を見直し、 令和５ 年 月 日に

開催した「青森県地域経済研究会 青森県景気動向指数関係 」での議論の結果を踏まえ、７年ぶ

りに第６次改定を行いました。 令和５ 年 月１日公表の 令和５ 年８月分から新し

い景気動向指数による公表を開始しています。

先行、一致及び遅行系列の各採用系列の改定による主な変更点は以下のとおりです。なお、採

用した系列の数は、先行８、一致７ １系列追加 、遅行７となっています 表 。

① カバレッジの拡充の観点からの見直し

一致系列のうち、消費関連指標「旅行取扱高」の公表中止に伴い 令和４ 年３月分から当

該指標を除外したことを受け、消費関連指標「観光入込客数」の季節調整値を新規採用しました。

② 景気動向との相関の観点からの見直し

遅行系列のうち、消費関連指標「勤労者世帯家計消費支出 実質 」の季節調整値について、景

気の山・谷との対応度を高めるため、同指標の前年同月比に入れ替えました。

③ カバレッジの拡充、景気動向との相関、重複指標の是正の観点からの見直し 
遅行系列において、賃金動向を追う指標が不足していたことから、景気の山・谷との対応度が

低く、雇用関連指標「有効求職者数 全数 」との重複感がみられる雇用関連指標｢常用雇用指数 全

産業 ｣を除外し、雇用関連指標｢定期給与指数 全産業 実質 ｣に入れ替えました。



表 景気動向指数採用系列の新旧対照表下線は変更点

旧系列 新系列

先
行
系
列

乗用車新車登録届出台数（前年同月比） 乗用車新車登録届出台数（前年同月比）

生産財生産指数（前年同月比） 生産財生産指数（前年同月比）

新規求人倍率 全数 （季節調整値） 新規求人倍率 全数 （季節調整値）

日経商品指数 種 （前年同月比） 日経商品指数 種 （前年同月比）

新設住宅着工床面積（前年同月比） 新設住宅着工床面積（前年同月比）

建築着工床面積（前年同月比） 建築着工床面積（前年同月比）

企業倒産件数（前年同月比） 企業倒産件数（前年同月比）

中小企業景況ＤＩ（原数値） 中小企業景況ＤＩ（原数値）

一
致
系
列

百貨店・スーパー販売額 既存店 （前年同月比） 百貨店・スーパー販売額 既存店 （前年同月比）

鉱工業生産指数（季節調整値） 鉱工業生産指数（季節調整値）

投資財生産指数（季節調整値） 投資財生産指数（季節調整値）

有効求人倍率 全数 （季節調整値） 有効求人倍率 全数 （季節調整値）

輸入通関実績 八戸港 （前年同月比） 輸入通関実績 八戸港 （前年同月比）

所定外労働時間指数 全産業 （前年同月比） 所定外労働時間指数 全産業 （前年同月比）

観光入込客数（季節調整値）※新規採用

遅
行
系
列

勤労者世帯家計消費支出 実質 （季節調整値） 勤労者世帯家計消費支出 実質 （前年同月比）

常用雇用指数 全産業 （前年同月比） 定期給与指数 全産業 実質 （季節調整値）

有効求職者数 全数 前年同月比 有効求職者数 全数 前年同月比

県内金融機関貸出残高（前年同月比） 県内金融機関貸出残高（前年同月比）

消費者物価指数 総合 （前年同月比） 消費者物価指数 総合 （前年同月比）

りんご消費地市場価格（季節調整値） りんご消費地市場価格（季節調整値）

公共工事請負金額（前年同月比） 公共工事請負金額（前年同月比）

青森県景気基準日付

景気の転換点について、内閣府によれば、「景気が拡張期から後退期に変化するとき、登山者が

山に登って峰 に達した後、下っていくことになぞらえて、「景気の山」と言い、同様に、景

気が後退期から拡張期に変化するとき、谷 に下りた後、登っていくことになぞらえて「景

気の谷」と言う」とされています。

本県では、県経済の動向を把握し、客観的に分析するための座標軸として示すとともに、国や

他県の経済との比較などのため、景気の拡張局面や後退局面を分ける中心的な転換点である景気

基準日付 山・谷 を設定しています。

景気基準日付は、景気動向指数 一致指数 の各採用系列により算出するヒストリカルＤＩに基

づき設定します。ヒストリカルＤＩは、一致指数の個々の採用系列ごとに山と谷を設定し、山か

ら谷にいたる期間は全て下降 マイナス 、谷から山にいたる期間は全て上昇 プラス として算出

しています。

このヒストリカルＤＩが、 ％を上回っている期間が景気拡張期、下回っている期間が景気後
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他県の経済との比較などのため、景気の拡張局面や後退局面を分ける中心的な転換点である景気

基準日付 山・谷 を設定しています。

景気基準日付は、景気動向指数 一致指数 の各採用系列により算出するヒストリカルＤＩに基

づき設定します。ヒストリカルＤＩは、一致指数の個々の採用系列ごとに山と谷を設定し、山か

ら谷にいたる期間は全て下降 マイナス 、谷から山にいたる期間は全て上昇 プラス として算出

しています。

このヒストリカルＤＩが、 ％を上回っている期間が景気拡張期、下回っている期間が景気後

退期であり、 ％ラインを上から下に切る直前の月が景気の山候補、下から上に切る直前の月が

景気の谷候補となります。その後、山・谷の日付候補について「波及度」「量的な変化」「拡張・

後退期間の長さ」などを検証し、景気基準日付を確定します。

なお、個々の採用系列の山谷の日付設定は、米国のＮＢＥＲ 全米経済研究所 で開発されたブ

ライ・ボッシャン 法 ※ によって行っています。

内閣府は、 令和４ 年７月に景気動向指数研究会を開催し、景気の山を 平成 年

月、景気の谷を 令和２ 年５月と設定しました。これにより全国の景気の拡張期間は

か月と戦後２番目の長さとなり、後退期間は か月と平均的な長さでしたが、全循環では か

月と、戦後最長となっています。

この全国の第 景気循環に相当する本県の景気基準日付 景気の山・谷 は、「青森県地域経済

研究会 青森県景気動向指数関係 」での議論を踏まえ、景気の山が 平成 年 月、景気

の谷が 令和２ 年６月に設定しました。これによる景気の拡張期間は、 平成 年

月から 平成 年 月までの か月、後退期間は 平成 年 月から 令和

２ 年６月までの か月、全循環でみると か月となっています。このうち後退期間は過去の

景気循環と比較して平均的であるものの、拡張期間と全循環はいずれも戦後最長となっています

表 。

※ ブライ・ボッシャン 法

昭和 年にＮＢＥＲ 全米経済研究所 で開発された手法で、内閣府経済社会総合研究

所においても、全国の景気基準日付の設定に用いています。山と谷との間隔が５か月以上必要

であるとか、一循環の長さは か月以上必要であるといったルールを条件として与え、 か

月移動平均などを施してデータの変動を平準化し、段階を追って山谷を確定していきます。



表 青森県と全国の景気基準日付一覧表

令和７ 年の景気動向指数について

令和７ 年のＣＩ一致指数をみると、８月までは 前後を横ばいで推移していたものの、

９月に有効求人倍率などがマイナスに寄与したことで まで下降し、 月には、生産関連指

標（鉱工業生産指数、投資財生産指数）が弱含んだことから更に下降し、 となりました。そ

の後は上昇に転じ、 月には となりました 図 。

青 森 県 全  国

山 谷 拡張期間 後退期間 全循環 山 谷 拡張期間 後退期間 全循環

1962年6月 1962年12月 6か月 1961年12月 1962年10月 42か月 10か月 52か月

1964年2月 1965年1月 14か月 11か月 25か月 1964年10月 1965年10月 24か月 12か月 36か月

1969年1月 1969年9月 48か月 8か月 56か月

1971年2月 1972年4月 17か月 14か月 31か月 1970年7月 1971年12月 57か月 17か月 74か月

1973年9月 1975年3月 17か月 18か月 35か月 1973年11月 1975年3月 23か月 16か月 39か月

1976年12月 1978年3月 21か月 15か月 36か月 1977年1月 1977年10月 22か月 9か月 31か月

1980年1月 1982年3月 22か月 26か月 48か月 1980年2月 1983年2月 28か月 36か月 64か月

1985年4月 1987年3月 37か月 23か月 60か月 1985年6月 1986年11月 28か月 17か月 45か月

1991年3月 1994年1月 48か月 34か月 82か月 1991年2月 1993年10月 51か月 32か月 83か月

1997年3月 1999年2月 38か月 23か月 61か月 1997年5月 1999年1月 43か月 20か月 63か月

2000年8月 2002年3月 18か月 19か月 37か月 2000年11月 2002年1月 22か月 14か月 36か月

2007年9月 2009年4月 66か月 19か月 85か月 2008年2月 2009年3月 73か月 13か月 86か月

2012年5月 2012年11月 37か月 6か月 43か月 2012年3月 2012年11月 36か月 8か月 44か月

2018年12月 2020年6月 73か月 18か月 91か月 2018年10月 2020年5月 71か月 19か月 90か月

※全国の値は内閣府経済社会総合研究所公表資料による。

循環

区分

(国)

年

図 各指数のグラフ ３指数

先行指数 一致指数 遅行指数

山（ ） 山 谷谷（ ）

資料）県統計分析課「青森県景気動向指数」

（ 年＝ ）
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※全国の値は内閣府経済社会総合研究所公表資料による。
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資料２ 青森県景気ウォッチャー調査

調査の概要

青森県景気ウォッチャー調査は、統計データには表れにくい、県民の生活実感により近い景気

動向、いわゆる「街角景気」に関するきめ細かな情報を素早く収集し、県内の景気をより的確に

把握することを目的とする調査です。 平成 年７月に調査を開始して以来３か月ごと １

月、４月、７月、 月 に実施し、翌月上旬に結果を公表しており、速報性が高い点も特徴です。

調査方法は、県内を東青・津軽・県南・下北の４地区に分け、家計関連・企業関連・雇用関連

の各分野で、地域における経済活動の動向を敏感に観察できる業種に従事する 名の方々 コン

ビニエンスストア店長や小売店員、タクシー乗務員、ホテル支配人、スナック・バー経営者等 に

「景気ウォッチャー」を委嘱しています。

主な調査事項は、「３か月前と比べた景気の現状に対する判断 方向性 とその理由」及び「３か

月後の景気の先行きに対する判断 方向性 とその理由」の２点です。判断理由については、自由

記述により回答していただいており、景気の実感に対する生の声をうかがうことができます。

○ 地区別・分野別客体数

○ 分野別の業種・職種

○ ＤＩの算出

５段階の判断それぞれの所定の点数に各判断の構成比 ％ を乗じて、ＤＩを算出しています。

調 査 客 体 数

合計 家計 企業 雇用

東  青 青森市とその周辺町村

津  軽 弘前市とその周辺市町村

県  南 八戸市とその周辺市町村

下  北 むつ市とその周辺町村

計

地  区 対 象 地 域

企業関連

雇用関連

コンビニエンスストア、百貨店・スーパー、乗用車販売、衣料専門店、家電量販店、一般
小売

観光型ホテル・旅館、都市型ホテル、観光名所等、旅行代理店、タクシー、美容院、娯楽業、
ガソリンスタンド、娯楽業、エステティック業
設計事務所、住宅建設販売

食料品製造、飲料品製造、紙・パルプ製造、電気機械製造、建設、経営コンサルタント、
広告・デザイン

飲　食

住　宅

小　売

サービス
家計関連

人材派遣、新聞社求人広告、求人情報誌

店、商店街、卸売業
一般飲食店、レストラン、スナック、バー

評価

点数

良くなって

いる

悪くなって

いる

やや良く

なっている
変わらない

やや悪く

なっている



※ 回答者全員が「 景気は 変わらない」と回答した場合、ＤＩは となるため、 が景気の

方向性を表す目安となります。

景気の現状判断ＤＩ・先行き判断ＤＩの推移

３か月前と比べた景気の現状に対する判断を示す指標である「現状判断ＤＩ」は、 令和７

年の１月期には、エネルギー価格を始めとした物価の上昇や災害級の大雪の影響から３期連続で

低下し、 となりました。４月期は、前期調査に引き続き物価高騰の影響で消費者の購買意欲

が減少していることや、県内企業の相次ぐ倒産に対する危機感から更に低下し、 となりまし

た。７月期は、物価高騰の影響を受けているという声が多かった一方で、インバウンドを含めた

観光需要が高まっているという声もあり、５期ぶりに上昇し、 となりました。 月期は、食

料品やガソリン等の価格高騰により消費者の購買行動に影響がみられるという声が多く、再び低

下し、 となりました。１年を通して物価高騰の影響を受けているという声が多くみられ、各

期とも を下回って推移しました 図 。

また、３か月後の景気の先行きに対する判断を表す指標である「先行き判断ＤＩ」は、 令

和７ 年の１月期には、冬が終わり人流の活発化に期待する声が多く、 まで上昇しました。

しかし４月期以降は、夏祭り期間の需要増加や参議院選挙後に期待する声などがあったものの、

物価高騰による影響が大きく、各期とも を下回って推移しました 図 。
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図 景気の現状判断 ・先行き判断 の推移

現状判断ＤＩ

先行き判断ＤＩ

資料）県統計分析課「青森県景気ウォッチャー調査」 ※ シャドー部分は本県景気の後退局面

※先行き判断ＤＩを各調査期の３か月後にプロット

新型

コロナ

拡大

消費税率

引上げ
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消費税率

引上げ

→ ％
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テキストマイニングでみる街角景気

青森県景気ウォッチャー調査では、３か月前と比べた景気の現状に対する判断に加え、判断理

由についても回答していただいています。

この「現状判断コメント」には、その時々の景気の実感に対する景気ウォッチャーの生の声が

反映されているため、どのような単語がよく使われていたのかという点に着目し、テキストマイ

ニング の手法を用いて 令和７ 年の調査結果をみていきます。

年間を通じて物価高に関連するコメントが最も多く、増加傾向にあることから、多くの景気ウ

ォッチャーが影響を実感していることがわかります。そのほか１月期や７月期調査では、観光に

関するコメントが多くみられ、観光客の動向にも関心が高いことがわかります 図 。

アンケートの自由記述等の大量のテキストデータを自然言語処理等で分析し、有用な情報やパターンを抽出する技術。

観光関連 物価高関連 賃金関連

（個） 図 「現状判断コメント」における頻出単語数の推移

年 月 年 月 年 月 年 月

資料）県統計分析課「青森県景気ウォッチャー調査」

備考）観光関連：観光、旅行、宿泊、インバウンド、外国人、予約、海外を含むコメント

物価高関連：物価、物価高、高騰、価格、高値、消費、値上げ、値上がり、インフレ、値段を含むコメント

賃金関連：賃金、所得、昇給、賞与、賃上げ、給料を含むコメント



また、 令和７ 年の調査結果における「現状判断コメント」についてワードクラウド を用

いて視覚化したところ、「物価高」、「物価」、「上昇」、「値上げ」、「値上がり」、「高騰」といった物

価高関連のコメントが多く占めていることがわかります。また、全ての調査期を通して、現状判

断において「変わらない」又は「やや悪くなっている」を選択したウォッチャーのコメントの中

に物価高関連の記述が多く含まれており、先の見えない物価高に対して不安を抱えていることが

わかります 図 。

文章中で出現頻度が高い単語を複数抽出し、その頻度に応じた大きさで図示する手法。

図 青森県景気ウォッチャー調査の「現状判断コメント」のワードクラウド 年 月～ 月

年 月 年 月

年 月 年 月

資料）県統計分析課「青森県景気ウォッチャー調査」
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資料３ 各種統計調査

ここでは、 令和６ 年度から 令和７ 年度に公表した統計調査の結果の概要について、

簡単に紹介します。

なお、内容の詳細については、各統計調査の報告書等をご覧ください。

青森県産業連関表

青森県産業連関表は、本県において１年間に、産業、政府、家計などの経済主体が行った財・

サービスに関する取引を行列形式で一覧表にしたものです。

産業連関表を部門ごとに縦方向に見ると、その部門の財・サービスの生産に当たって用いられ

た原材料、燃料などへの支払の内訳 費用構成 が示されており、これを投入 といいます。

一方、横方向に見ると、その部門の財・サービスの販売先の内訳 販路構成 が示されており、

これを産出 といい、これらの頭文字を取って、産業連関表は 表とも呼ばれています。

産業連関表は、経済構造分析、経済施策の波及効果分析、経済の将来予測等に利用されていま

す。

① 令和２年青森県産業連関表の作成

本県では 昭和 年度に「昭和 年青森県産業連関表」を公表して以降、国に合わせて

ほぼ５年ごとに作成しており、最新では 令和７ 年度に「令和２年青森県産業連関表」を

公表しています。

② 本県経済の概要

令和２ 年の財・サービスの総供給は 兆 億円で、うち県内生産額は 兆

億円 総供給の ％ 、移輸入は 兆 億円 同 ％ でした。 平成 年と比べる

と、総供給は ％減、県内生産額は ％減、移輸入は ％減といずれも減少しました。

財・サービスの総需要は 兆 億円で、うち中間需要が 兆 億円 総需要の ％ 、

最終需要が 兆 億円 同 ％ でした。最終需要の内訳は、県内最終需要が 兆

億円 最終需要の ％ 、移輸出が 兆 億円 同 ％ でした。 平成 年と比べ

ると最終需要が ％減、県内最終需要が ％減、移輸出が ％減となりました 表 、

図 。



表 令和２年青森県産業連関表 ３部門

図 令和２年青森県産業連関表による財・サービスの流れ

(単位：億円）

中　間　需　要 最　終　需　要

第１次産業 第２次産業 第３次産業 内生部門計 消 費 投 資 移 輸 出 最終需要計

第 １ 次

産 業

第 ２ 次

産 業

第 ３ 次

産 業

内生部門計

雇用者所得

営 業 余 剰

資 本 減

耗 引 当

そ の 他 粗

付 加 価 値

粗付加価値

部 門 合 計

(注）四捨五入の関係で内訳は必ずしも一致しない。
資料)県統計分析課「令和２年青森県産業連関表」

県 内 生 産 額

需 要 合 計 移 輸 入
県 内

生 産 額

中

間

投

入

粗

付

加

価

値

移輸出率=28.6％　(※移輸出率=移輸出/県内生産額)

移輸入率=34.1％　(※移輸入率=移輸入/県内需要、県内需要=中間需要+最終需要-移輸出)

県内自給率=65.9％　(※県内自給率=100-移輸入率)

資料)県統計分析課「令和２年青森県産業連関表」

中間投入　3兆5,255億円 粗付加価値　4兆4,665億円

（中間投入率：44.1％） （粗付加価値率：55.9％） その他

2,908億円

（6.5％）
財の投入 サービスの投入 雇用者所得 営業余剰 資本減耗引当

1兆6,717億円 1兆8,538億円 2兆2,365億円 6,863億円 1兆2,529億円

（47.4％） （52.6％） （49.8％） （15.4％） （28.1％）

県内生産額　7兆9,920億円

（73.0％） 移輸入

財の生産 サービスの生産 2兆9,510億円

2兆9,447億円 5兆473億円 （27.0％）

（36.8％） （63.2％）

総供給　10兆9,430億円

総需要　10兆9,430億円

中間需要　3兆5,255億円 最終需要額　7兆4,175億円

（32.2％） （67.8％）

県内最終需要　5兆1,336億円

（69.2％） 移輸出

消費 投資 2兆2,839億円

3兆8,735億円 1兆2,601億円 （30.8％）

（75.4％） （24.5％）
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（32.2％） （67.8％）

県内最終需要　5兆1,336億円

（69.2％） 移輸出

消費 投資 2兆2,839億円

3兆8,735億円 1兆2,601億円 （30.8％）

（75.4％） （24.5％）

③ 県内生産額の推移

令和２ 年に県内の各産業で生産された財・サービスの総額 県内生産額 は 兆 億

円となり、 平成 年に比べ ％減少しました。内訳をみると第 次産業が 億円

平成 年比 ％減 、第２次産業が 兆 億円 同 ％減 、第３次産業が 兆 億円

同 ％減 となりました 図 。

④ 産業別県内生産額

令和２ 年の県内生産額を産業別にみると、最も割合が高いのはサービスで ％を占

め、次いで製造業 ％ 、建設 ％ となっています。製造業の内訳をみると、飲食料品が

％で最も高く、次いで非鉄金属 ％ 、電子部品 ％ などとなっています。

平成 年からの伸び率をみると、プラスとなった主な産業は、不動産業 ％増 、

建設 ％増 、農業 ％増 などとなっています。一方、マイナスとなった主な産業は、鉱業

％減 、漁業 ％減 、電気・ガス・水道 ％減 などとなっています。製造業の内訳

では、石油・石炭製品 ％増 、プラスチック・ゴム ％増 、生産用機械 ％増 など

がプラスとなった一方、情報・通信機器 ％減 、輸送機械 ％減 などはマイナスとなっ

ています 表 。

年度

（

第 次産業 第 次産業 第 次産業

億円 図 県内生産額の推移 部門）

部

門
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表 産業別県内生産額

伸び率（％） 寄与度（％）

平成27年 令和２年 平成27年 令和２年 R2年／H27年 R2年／H27年

産業計

農業

農業

畜産

林業

漁業

鉱業

製造業

飲食料品

繊維製品

パルプ・紙・木製品

化学製品

石油・石炭製品

プラスチック・ゴム

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

はん用機械

生産用機械

業務用機械

電子部品

電気機械

情報・通信機器

輸送機械

その他の製造工業製品

事務用品

建設

電気・ガス・水道

電気・ガス・熱供給

水道

商業

金融・保険

不動産

運輸・郵便

情報通信

公務

サービス

廃棄物処理

教育・研究

医療・福祉
他に分類されない会員制団体

対事業所サービス

対個人サービス

分類不明

第1次産業

第2次産業

第3次産業

（
再

掲

）

実額（億円） 構成比（％）
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表 産業別県内生産額

伸び率（％） 寄与度（％）

平成27年 令和２年 平成27年 令和２年 R2年／H27年 R2年／H27年

産業計

農業

農業

畜産

林業

漁業

鉱業

製造業

飲食料品

繊維製品

パルプ・紙・木製品

化学製品

石油・石炭製品

プラスチック・ゴム

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

はん用機械

生産用機械

業務用機械

電子部品

電気機械

情報・通信機器

輸送機械

その他の製造工業製品

事務用品

建設

電気・ガス・水道

電気・ガス・熱供給

水道

商業

金融・保険

不動産

運輸・郵便

情報通信

公務

サービス

廃棄物処理

教育・研究

医療・福祉
他に分類されない会員制団体

対事業所サービス

対個人サービス

分類不明

第1次産業

第2次産業

第3次産業

（
再

掲

）

実額（億円） 構成比（％）
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⑤ 県際取引の構造

青森県と県外 海外を含む の取引状況をみると、移輸出は 兆 億円 平成 年比 ％

減 となり、移輸出率 県内生産額に対する移輸出の割合 は ％と 平成 年の ％

と比べ、 ポイント低下しました。また、移輸入は 兆 億円 同 ％減 となりました。

移輸入率 県内需要に対する移輸入の割合、県内需要 中間需要 最終需要 移輸出 は ％と

平成 年の ％と比べ ポイント低下しました。この結果、県内自給率は ％と

平成 年の ％と比べ ポイント上昇しました。

県際収支 移輸出－移輸入 は 億円のマイナスで、 平成 年と比べ 億円マ

イナス幅が増大しました 表 。

表 移輸出と移輸入

⑥ 生産波及の大きさ

令和２ 年の逆行列係数表 列和 型 から、ある産業に最終需要が 単位生

じた場合の生産波及の大きさをみると、全産業平均では 倍であり、 平成 年と比

べて ポイント低下しました。

産業別にみると、飲食料品 倍 、 水道 倍 、電子部品 倍 などが全産

業平均より大きくなりました。

生産波及の大きさを 平成 年と比べると、上昇した主な部門は、情報・通信機器

ポイント増 、電子部品 ポイント増 、電気機械 ポイント増 などとなっており、

低下した主な業種は、パルプ・紙・木製品 ポイント減 、廃棄物処理 ポイント

減 、畜産 ポイント減 などとなりました 表 。

  1
)M̂(

−
−− AII 型 …移輸入型を考慮した逆行列係数で、産業連関表を用いた生産波及分析において一般的に利用されている。

平成27年 令和2年

移輸出

県内生産額

移輸出率

移輸入

県内需要

移輸入率

県際収支

県内自給率

金額(億円)、率(％)
伸び率(％、ポイント)

  1
)M̂(

−
−− AII
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表 逆行列係数表 列和 ( )  1−
−− AMII


型

⑦ 最終需要項目別にみた各種誘発額

最終需要と生産誘発額

県内生産額 兆 億円が、どの最終需要によって誘発されたかを最終需要の項目別にみ

ると、最も大きいのは移輸出で 兆 億円の生産が誘発され、次いで民間消費支出 兆

億円 、一般政府消費支出 兆 億円 などとなっています。 単位あたりの最終需要に対

する生産誘発の大きさをみると、最終需要全体では 倍で、 平成 年の 倍

と比べて ポイント上昇しました。

最終需要と粗付加価値誘発額

粗付加価値 兆 億円が、どの最終需要によって誘発されたかを最終需要の項目別にみ

ると、最も大きいのは移輸出で、 兆 億円の粗付加価値が誘発され、次いで一般政府消

費支出 兆 億円 、民間消費支出 兆 億円 などとなっています。１単位あたりの

最終需要に対する生産誘発の大きさをみると、最終需要全体では 倍で、 平成

年の 倍と比べて ポイント上昇しました。

平成27年 令和２年 平成27年 令和２年

農業 建設

畜産 電力・ガス・熱供給

林業 水道

漁業 廃棄物処理

鉱業 商業

飲食料品 金融・保険

繊維製品 不動産

パルプ・紙・木製品 運輸・郵便

化学製品 情報通信

石油・石炭製品 公務

プラスチック・ゴム 教育・研究

窯業・土石製品 医療・福祉

鉄鋼 他に分類されない会員制団体

非鉄金属 対事業所サービス

金属製品 対個人サービス

はん用機械 事務用品

生産用機械 分類不明

業務用機械 全産業平均

電子部品

電気機械 ※　40部門表による。

情報・通信機器

輸送機械

その他の製造工業製品
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型

⑦ 最終需要項目別にみた各種誘発額

最終需要と生産誘発額

県内生産額 兆 億円が、どの最終需要によって誘発されたかを最終需要の項目別にみ

ると、最も大きいのは移輸出で 兆 億円の生産が誘発され、次いで民間消費支出 兆

億円 、一般政府消費支出 兆 億円 などとなっています。 単位あたりの最終需要に対

する生産誘発の大きさをみると、最終需要全体では 倍で、 平成 年の 倍

と比べて ポイント上昇しました。

最終需要と粗付加価値誘発額

粗付加価値 兆 億円が、どの最終需要によって誘発されたかを最終需要の項目別にみ

ると、最も大きいのは移輸出で、 兆 億円の粗付加価値が誘発され、次いで一般政府消

費支出 兆 億円 、民間消費支出 兆 億円 などとなっています。１単位あたりの

最終需要に対する生産誘発の大きさをみると、最終需要全体では 倍で、 平成

年の 倍と比べて ポイント上昇しました。

平成27年 令和２年 平成27年 令和２年

農業 建設

畜産 電力・ガス・熱供給

林業 水道

漁業 廃棄物処理

鉱業 商業

飲食料品 金融・保険

繊維製品 不動産

パルプ・紙・木製品 運輸・郵便

化学製品 情報通信

石油・石炭製品 公務

プラスチック・ゴム 教育・研究

窯業・土石製品 医療・福祉

鉄鋼 他に分類されない会員制団体

非鉄金属 対事業所サービス

金属製品 対個人サービス

はん用機械 事務用品

生産用機械 分類不明

業務用機械 全産業平均

電子部品

電気機械 ※　40部門表による。

情報・通信機器

輸送機械

その他の製造工業製品
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部門
年度

第 次産業 第 次産業 第 次産業

億円

最終需要と移輸入誘発額

移輸入額 兆 億円が、どの最終需要によって誘発されたかを最終需要の項目別にみる

と、最も大きいのは民間消費支出で 兆 億円の移輸入が誘発され、次いで移輸出

億円 、県内総固定資本形成 民間 億円 などとなっています。１単位あたりの最終需要

に対する移輸入誘発の大きさをみると、最終需要全体では 倍で、 平成 年の

倍と比べて ポイント低下しました 表 。

表 最終需要項目別生産・粗付加価値・移輸入誘発額及び誘発係数

平成27年 令和2年 平成27年 令和2年 平成27年 令和2年

最終需要計

家計外消費支出

民間消費支出

一般政府消費支出

県内総固定資本形成（公的）

県内総固定資本形成（民間）

在庫純増

移輸出

平成27年 令和2年 平成27年 令和2年 平成27年 令和2年

最終需要計

家計外消費支出

民間消費支出

一般政府消費支出

県内総固定資本形成（公的）

県内総固定資本形成（民間）

在庫純増

移輸出

（注）40部門による。

生産誘発額（億円） 粗付加価値誘発額（億円） 移輸入誘発額（億円）

生産誘発係数（倍） 粗付加価値誘発係数（倍） 移輸入誘発係数（倍）

  1
)M̂(

−
−− AII
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２ 令和６年経済センサス－基礎調査

経済センサスは、事業所及び企業の経済活動の状態や我が国における包括的な産業構造を明ら

かにするとともに、事業所・企業を対象とする各種統計調査の実施のための母集団情報を整備す

ることを目的としており、事業所・企業の基本的構造を明らかにする「経済センサス－基礎調

査」と事業所・企業の経済活動の状況を明らかにする「経済センサス－活動調査」の二つから成

り立っています。

そして、経済センサス－基礎調査は、甲調査と乙調査の２種類から成り、甲調査は民営事業所

を、乙調査は国及び地方公共団体の事業所を調査対象としています。

① 令和６年経済センサス－基礎調査甲調査

令和６年経済センサス－基礎調査 は、総務省統計局が 令和６ 年６月１日を調査日とし

て実施しており、今回は民営事業所 を対象とした甲調査を中心に概要を紹介します。

ア 事業所数と従業者数

全国の民営事業所数及び従業者数をみると、東京都・大阪府・神奈川県・愛知県など大都市

を有する地域で多く、事業所数と従業者数はおおむね比例しています。

都道府県別では、東京都が 万 事業所と最も多く、従業者数も東京都が 万 人と

最も多くなっています。本県の民営事業所数は 万 事業所で全国順位は 位、従業者は

万 人で全国順位は 位でした 図 。

次に、本県の事業所数を産業大分類別にみると、「卸売業、小売業」が 事業所 全産

業の ％ と最も多く、次いで「医療、福祉」が 事業所 同 ％ 、「建設業」が

事業所 同 ％ などとなっており、上位３産業で全産業の ％を占めています。従

業者数は、「卸売業、小売業」が 人 全産業の ％ と最も多く、次いで「医療、福

祉」が 人 同 ％ 、「製造業」が 人 同 ％ と上位３産業で全産業の ％

総務省が業務を委託した調査実施事業者が調査票を郵送し、オンライン又は郵送で回収する方法により行われた。

また、令和６年経済センサス‐基礎調査 甲調査 は、「雇用者のいない個人経営の事業所」を調査対象としておらず、令和３年経済セ

ンサス‐活動調査や令和元年経済センサス‐基礎調査を始めとした過去の経済センサスとは調査対象範囲が異なっているため、比較に

は留意が必要である。

農林漁業に属する事業所で個人の経営に係るもの、家事サービス業に属する事業所、外国公務に属する事業所、国及び地方公共団体

の事業所を除く。

事業所

事業所

万人

万人

東
京
都

大
阪
府

神
奈
川
県

愛
知
県

埼
玉
県

福
岡
県

北
海
道

兵
庫
県

千
葉
県

静
岡
県

広
島
県

京
都
府

茨
城
県

宮
城
県

新
潟
県

長
野
県

岐
阜
県

群
馬
県

岡
山
県

栃
木
県

福
島
県

熊
本
県

三
重
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

愛
媛
県

滋
賀
県

山
口
県

石
川
県

長
崎
県

大
分
県

青
森
県

岩
手
県

奈
良
県

富
山
県

宮
崎
県

山
形
県

香
川
県

和
歌
山
県

秋
田
県

山
梨
県

福
井
県

佐
賀
県

徳
島
県

島
根
県

高
知
県

鳥
取
県

（万人）（事業所） 図 事業所数及び従業者数（都道府県別）

事業所数

従業者数
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２ 令和６年経済センサス－基礎調査

経済センサスは、事業所及び企業の経済活動の状態や我が国における包括的な産業構造を明ら

かにするとともに、事業所・企業を対象とする各種統計調査の実施のための母集団情報を整備す

ることを目的としており、事業所・企業の基本的構造を明らかにする「経済センサス－基礎調

査」と事業所・企業の経済活動の状況を明らかにする「経済センサス－活動調査」の二つから成

り立っています。

そして、経済センサス－基礎調査は、甲調査と乙調査の２種類から成り、甲調査は民営事業所

を、乙調査は国及び地方公共団体の事業所を調査対象としています。

① 令和６年経済センサス－基礎調査甲調査

令和６年経済センサス－基礎調査 は、総務省統計局が 令和６ 年６月１日を調査日とし

て実施しており、今回は民営事業所 を対象とした甲調査を中心に概要を紹介します。

ア 事業所数と従業者数

全国の民営事業所数及び従業者数をみると、東京都・大阪府・神奈川県・愛知県など大都市

を有する地域で多く、事業所数と従業者数はおおむね比例しています。

都道府県別では、東京都が 万 事業所と最も多く、従業者数も東京都が 万 人と

最も多くなっています。本県の民営事業所数は 万 事業所で全国順位は 位、従業者は

万 人で全国順位は 位でした 図 。

次に、本県の事業所数を産業大分類別にみると、「卸売業、小売業」が 事業所 全産

業の ％ と最も多く、次いで「医療、福祉」が 事業所 同 ％ 、「建設業」が

事業所 同 ％ などとなっており、上位３産業で全産業の ％を占めています。従

業者数は、「卸売業、小売業」が 人 全産業の ％ と最も多く、次いで「医療、福

祉」が 人 同 ％ 、「製造業」が 人 同 ％ と上位３産業で全産業の ％

総務省が業務を委託した調査実施事業者が調査票を郵送し、オンライン又は郵送で回収する方法により行われた。

また、令和６年経済センサス‐基礎調査 甲調査 は、「雇用者のいない個人経営の事業所」を調査対象としておらず、令和３年経済セ

ンサス‐活動調査や令和元年経済センサス‐基礎調査を始めとした過去の経済センサスとは調査対象範囲が異なっているため、比較に

は留意が必要である。

農林漁業に属する事業所で個人の経営に係るもの、家事サービス業に属する事業所、外国公務に属する事業所、国及び地方公共団体

の事業所を除く。
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（万人）（事業所） 図 事業所数及び従業者数（都道府県別）

事業所数

従業者数

資料総務省統計局「令和６年経済センサス－基礎調査」

を占めています。

また、１事業所当たり従業者数をみると、「製造業」が 人と最も多く、次いで「運輸

業、郵便業」が 人、「医療、福祉」が 人となっている一方で、最も少ないのは「不動

産業、物品賃貸業」で 人、次いで「生活関連サービス業、娯楽業」が 人、「学術研究、

専門・技術サービス業」が 人などとなっています 表 、図 。

割合
（％）

割合
（％）

１事業所
当たり

従業者数
（人）

 合計

農林漁業（個人経営を除く）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

 第一次産業

 第二次産業

 第三次産業

 事業所総数（事業内容等不詳を含む事業所数）

資料)総務省統計局「令和６年経済センサス－基礎調査」

※「事業所数」、「従業者数」及び「1事業所当たり従業者数」は必要な事項の数値が得られた事業所が対象

事業所数
（2024年）

従業者数
（2024年）

　(人）

表3-2-1　産業大分類別 事業所数及び従業者数

産業大分類

資料総務省統計局「令和６年経済センサス－基礎調査」

※「その他の産業」は、日本標準産業分類（第 回改定）における大分類「電気・ガス・熱供給・水道業」、「学術研究、専門・技術サービス

業」、「教育、学習支援業」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」の計である。

※「事業所数の構成比」及び「従業者数の構成比」は必要な事項の数値が得られた事業所が対象。

資料総務省統計局「令和６年経済センサス－基礎調査」

※「事業所数」、「従業者数」及び「１事業所当たり従業者数」は必要な事項の数値が得られた事業所が対象。

従業者数

事業所数

図 産業大分類別事業所数及び従業者数の構成比

農林漁業（個人経営を除く） 鉱業，採石業，砂利採取業 建設業
製造業 情報通信業 運輸業，郵便業
卸売業，小売業 金融業，保険業 不動産業，物品賃貸業
宿泊業，飲食サービス業 生活関連サービス業，娯楽業 医療，福祉
その他の産業



さらに、産業大分類別に従業者数に占める「常用雇用者」の割合 以下「常用雇用者比率」

という。 をみると、「複合サービス事業」が ％と最も多く、次いで「情報通信業」が

％「運輸業、郵便業」が ％などとなっています 図 。

イ 産業大分類別企業等数と売上高

産業大分類別に企業等数をみると、「卸売業、小売業」が 企業等 全産業の ％ と

最も多く、次いで「建設業」が 企業等 同 ％ 、「サービス業 他に分類されないも

の 」が 企業等 同 ％ などとなっており、上位３産業で全産業の ％を占めていま

す。

売上高は「卸売業、小売業」が 兆 億円 全産業の ％ と最も多く、次いで「製造

業」が 兆 億円 同 ％ 、「医療、福祉」が 億円 同 ％ などとなっており、

上位３産業で全産業の ％を占めています。

１企業等当たり売上高では「製造業」が 億 万円と最も多く、次いで「電気・ガス・熱

供給・水道業」が 億 万円、「複合サービス事業」が 億 万円などとなっています

合計

サービス業（他に分類されないもの）

複合サービス事業

医療，福祉

教育，学習支援業

生活関連サービス業，娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業

不動産業，物品賃貸業

金融業，保険業

卸売業，小売業

運輸業，郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

鉱業，採石業，砂利採取業

農林漁業（個人経営を除く）

図 産業大分類別常用雇用者比率

常用雇用者 その他

資料総務省統計局「令和６年経済センサス－基礎調査」

※「常用雇用者比率」は必要な事項の数値が得られた事業所が対象。

※「その他」には臨時雇用者（１か月未満の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人）のほか、個人業主、

有給役員、家族従業者が含まれる。



さらに、産業大分類別に従業者数に占める「常用雇用者」の割合 以下「常用雇用者比率」

という。 をみると、「複合サービス事業」が ％と最も多く、次いで「情報通信業」が

％「運輸業、郵便業」が ％などとなっています 図 。

イ 産業大分類別企業等数と売上高

産業大分類別に企業等数をみると、「卸売業、小売業」が 企業等 全産業の ％ と

最も多く、次いで「建設業」が 企業等 同 ％ 、「サービス業 他に分類されないも

の 」が 企業等 同 ％ などとなっており、上位３産業で全産業の ％を占めていま

す。

売上高は「卸売業、小売業」が 兆 億円 全産業の ％ と最も多く、次いで「製造

業」が 兆 億円 同 ％ 、「医療、福祉」が 億円 同 ％ などとなっており、

上位３産業で全産業の ％を占めています。

１企業等当たり売上高では「製造業」が 億 万円と最も多く、次いで「電気・ガス・熱

供給・水道業」が 億 万円、「複合サービス事業」が 億 万円などとなっています

合計

サービス業（他に分類されないもの）

複合サービス事業

医療，福祉

教育，学習支援業

生活関連サービス業，娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業

不動産業，物品賃貸業

金融業，保険業

卸売業，小売業

運輸業，郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

鉱業，採石業，砂利採取業

農林漁業（個人経営を除く）

図 産業大分類別常用雇用者比率

常用雇用者 その他

資料総務省統計局「令和６年経済センサス－基礎調査」

※「常用雇用者比率」は必要な事項の数値が得られた事業所が対象。

※「その他」には臨時雇用者（１か月未満の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人）のほか、個人業主、

有給役員、家族従業者が含まれる。

表 、図 。

資料総務省統計局「令和６年経済センサス－基礎調査」

※「その他の産業」は、日本標準産業分類（第 回改定）における大分類「電気・ガス・熱供給・水道業」、「学術研究、専門・技術サービス業」、「教育、学習支

援業」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」の計である。

※「売上高の構成比」は必要な事項の数値が得られた企業等が対象。

資料総務省統計局「令和６年経済センサス－基礎調査」

※「売上高」及び「１企業等当たり売上高」は必要な事項の数値が得られた企業等が対象。

※本表の企業等数は売上高等の事項の数値が得られていない企業等も含んでいる。

このため、「１企業等当たり売上高」は「売上高」を「企業等数」で除した数値に必ずしも一致しない。

※各産業に分類されるものは次のとおり。

「第一次産業」…「農林漁業」

「第二次産業」…「鉱業、採石業、砂利採取業」、「建設業」及び「製造業」

「第三次産業」…「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業、郵便業」、「卸売業、小売業」、「金融業、保険業」、「不動産業、物品賃貸

業」、「学術研究、専門・技術サービス業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「教育、学習支援業」、

「医療、福祉」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」

売上高

企業等数

（％）

図 産業大分類別企業等数及び売上高の構成比

農林漁業（個人経営を除く） 鉱業，採石業，砂利採取業 建設業
製造業 情報通信業 運輸業，郵便業
卸売業，小売業 金融業，保険業 不動産業，物品賃貸業
宿泊業，飲食サービス業 生活関連サービス業，娯楽業 医療，福祉
その他の産業



ウ 産業大分類別事業所数と従業者数 事業所の活動状態別

事業所の活動状態別に事業所数をみると、存続事業所では「卸売業、小売業」が 事業

所 全産業の ％ と最も多く、次いで「建設業」が 事業所 同 ％ などとなってい

ます。新設事業所では「卸売業、小売業」が 事業所 同 ％ と最も多く、次いで「医

療、福祉」が 事業所 同 ％ などとなっています。廃業事業所では「卸売業、小売業」

が 事業所 同 ％ と最も多く、次いで「宿泊業、飲食サービス業」が 事業所 同

％ などとなっています。

また、事業所の活動状態別に従業者数をみると、存続事業所では「卸売業、小売業」が

人 全産業の ％ と最も多く、次いで「医療、福祉」が 人 同 ％ などとな

っています。新設事業所では「卸売業、小売業」が 人 同 ％ と最も多く、次いで

「医療、福祉」が 人 同 ％ などとなっています。廃業事業所では「卸売業、小売

業」が 人 同 ％ と最も多く、次いで「宿泊業、飲食サービス業」が 人 同

％ などとなっています 表 。

資料総務省統計局「令和６年経済センサス－基礎調査」

※「総数」は存続事業所と新設事業所の計。

事業所数
従業者数

　(人）

総数 存続
割合
（％）

新設
割合
（％）

廃業
割合
（％）

総数 存続
割合
（％）

新設
割合
（％）

廃業
割合
（％）

 合計

農林漁業（個人経営を除く）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

資料）統計局「令和６年経済センサス-基礎調査（甲調査）」

※雇用者のいない個人経営の事業所を除く。

　表3-2-3  産業大分類別事業所数及び従業者数（事業所の活動状態別）



ウ 産業大分類別事業所数と従業者数 事業所の活動状態別

事業所の活動状態別に事業所数をみると、存続事業所では「卸売業、小売業」が 事業

所 全産業の ％ と最も多く、次いで「建設業」が 事業所 同 ％ などとなってい

ます。新設事業所では「卸売業、小売業」が 事業所 同 ％ と最も多く、次いで「医

療、福祉」が 事業所 同 ％ などとなっています。廃業事業所では「卸売業、小売業」

が 事業所 同 ％ と最も多く、次いで「宿泊業、飲食サービス業」が 事業所 同

％ などとなっています。

また、事業所の活動状態別に従業者数をみると、存続事業所では「卸売業、小売業」が

人 全産業の ％ と最も多く、次いで「医療、福祉」が 人 同 ％ などとな

っています。新設事業所では「卸売業、小売業」が 人 同 ％ と最も多く、次いで

「医療、福祉」が 人 同 ％ などとなっています。廃業事業所では「卸売業、小売

業」が 人 同 ％ と最も多く、次いで「宿泊業、飲食サービス業」が 人 同

％ などとなっています 表 。

資料総務省統計局「令和６年経済センサス－基礎調査」

※「総数」は存続事業所と新設事業所の計。

事業所数
従業者数

　(人）

総数 存続
割合
（％）

新設
割合
（％）

廃業
割合
（％）

総数 存続
割合
（％）

新設
割合
（％）

廃業
割合
（％）

 合計

農林漁業（個人経営を除く）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

資料）統計局「令和６年経済センサス-基礎調査（甲調査）」

※雇用者のいない個人経営の事業所を除く。

　表3-2-3  産業大分類別事業所数及び従業者数（事業所の活動状態別）

② 令和６年経済センサス－基礎調査乙調査

国及び地方公共団体の事業所数は緩やかに減少しており、令和６年は全国で

万 事業所、青森県は 事業所となっています 図 ～ 。

③ 令和８年経済センサス－活動調査

令和８年は経済センサス－活動調査の実施年です。

調査結果は、国や地方公共団体における行政施策の立案や、民間企業における経営計画の策

定など、社会経済の発展を支える基礎資料として広く活用されています。

（ ）

年

（ ）

事業所
図 － － 事業所数の推移（全国）

資料 総務省統計局「経済センサス－乙調査」

（ ）

年

（ ）

事業所
図 － － 事業所数の推移（青森県）

資料 総務省統計局「経済センサス－乙調査」

※法令により独立の機関として、それぞれ場所ごとに設置されている事業所。

※ 年の活動調査実施年は活動調査として実施している。



資料４ 経済動向の年表

 令和４ 年

県内 国内・海外

１月

・大間産クロマグロ、東京・豊洲市場の新春初競りで
1,688万円、11年連続最高値(５日)
・21年県内倒産33件、過去最少(６日)
・21年県内外国人労働者3,861人、10年ぶり減(31日)
・県有施設の休館(20日～４月10日)
・弘前市、まん延防止等重点措置適用(27日～３月21日)

・21年新車販売3.3％減、10年ぶり低水準(５日)
・広島、山口、沖縄県でまん延防止等重点措置適用(９日)
・21年全国倒産6,030件、57年ぶりの低水準(13日)
・21年訪日客数94％減、最少24万人(19日)
・まん延防止等重点措置、16都県に適用(21日)
・まん延防止等重点措置、 都道府県に拡大、期間延長
(27日)

２月
・本県軽油店頭価格150円10銭、13年ぶりの150円台(24日)
・２月県内新型コロナ感染者数計１万人超え、最多更新
(28日)

・ＮＹ原油先物相場、７年５か月ぶりの高値(15日)
・ロシア、ウクライナ侵攻(24日)

３月

・県内ハイオク店頭価格 円 銭、 年半ぶりの 円台
(２日)
・ 年産米食味ランキング、青天の霹靂８年連続特Ａ ２
日)
・ 年市町村別農業産出額、弘前市が７年連続東北１位
(29日)

・レギュラーガソリン全国平均小売価格、 年５か月ぶり
の高値水準(２日)
・小麦価格、輸出停滞で14年ぶりの高値(３日)
・まん延防止等重点措置、全地域で解除(21日)
・中国、上海市で都市封鎖開始(28日)

４月

・青森銀行、みちのく銀行が経営統合、プロクレアホール
ディングス設立(１日)
・高病原性鳥インフルエンザ、横浜町の養鶏場で 例発
生、計26万7千羽を殺処分(８日、15日)
・八戸市の老舗百貨店「三春屋」閉店(10日)

・経済産業省、木材等の 品目ロシアからの輸入禁止
日)
・外国為替相場１ドル 円台、 年ぶりの円安水準
日)
・東北電力６月の電気料金公表、過去最高(28日)

５月
・青森県産業技術センター、ホタテ養殖調査船の３代目
「なつどまり」が完成(20日)

・４月国内企業物価10％上昇、過去最大(16日)
・４月訪日外国人客２年ぶりの10万人超(18日)

６月

・クルーズ船「ぱしふぃっくびいなす」、１年ぶりに青森
港寄港(３日)
・21年度小川原湖シジミ漁獲量、平成以降で最低(25日)
・レギュラーガソリン県内小売価格 円 銭、 年９か
月ぶりの高値水準(29日)

・中国、上海市の都市封鎖を２か月ぶりに解除(１日)
・米国、27年ぶりに政策金利0.75％引き上げ(15日)

７月
・県内２月時点高齢化率33.95％、過去最高(21日)
・21年度風力発電実績、２年連続全国１位(25日)

・米国、消費者物価 ％上昇、 年半ぶりの高水準
日)
・内閣府、景気の谷を20年５月と正式認定(19日)

８月

・弘前ねぷたまつり １日 、青森ねぶた祭 ２日 、五所川
原立佞武多(４日)など、夏祭りが３年ぶりに開催(１日)
・県内初の線状降水帯による大雨被害、被害総額 億 千
万円(３日)
・ＪＲ五能線 鯵ヶ沢－岩舘 秋田県 、津軽線 蟹田－三
厩で運休(３日)
・Ａプレミアム、２年半ぶりに海外輸送再開(８日)

・８月以降、飲食料品１万品以上値上げ(１日)
・ 年上半期農林水産物の輸出額 億円、上半期最高
(５日)

９月

・総務省、むつ市の「使用済燃料税 核燃新税 」の新設に
同意(６日)
・平川市新庁舎完成(24日)
・日本原燃、六ヶ所村のＭＯＸ燃料工場の建設を７年ぶり
に再開(28日)
・農水産物輸出額256億円、1985年以降最高(27日)

・８月国内企業物価指数115.1、過去最高(13日)
・政府・日本銀行、24年ぶりの円買い為替介入(22日)
・新型コロナ感染者の全数把握を一律簡略化(26日)
・「実質無利子・無担保融資(ゼロゼロ融資)」終了(30日)

10月

・青森市、公立小中学校給食無償化開始(１日)
・県内、最低賃金853円に引き上げ(５日)
・日本銀行青森支店、経済概況２年７か月ぶりに「コロ
ナ」に関する文言を削除(21日)
・県産米新品種「はれわたり」県内限定販売開始(29日)

・飲食料品6,500品目超、値上げ(１日)
・最低賃金の引き上げ実施(１日)
・水際対策、大幅に緩和(11日)
・「全国旅行支援」開始(11日)
・外国為替相場１ドル 円、 年ぶりの円安水準を更新
(21日)

11月

・高病原性鳥インフルエンザ発生、横浜町の養鶏場で 万
羽を殺処分(20日)
・上北自動車道、全線開通(27日)
・八戸市魚菜小売市場、１年８か月ぶりに営業再開(28日)

・英国、 月消費者物価 ％上昇、 年ぶりの高水準
(16日)
・ 月国内消費者物価 ％上昇、 年８か月ぶりの高水
準(18日)

12月

・横浜町、22年度ナマコ漁中止(14日)
・高病原性鳥インフルエンザ発生、三沢市の養鶏場で過去
最多139万羽を殺処分(15日)
・ＪＲ五能線、全線で運転再開(23日)
・本八戸駅前バイパス開通(25日)
・八戸港水揚げ、75年ぶりに3万トンを割る(29日)

・中国、「ゼロコロナ」政策一部緩和(５日)
・10月実質賃金2.6％減、７年ぶりの減少幅(６日)
・鶏卵卸売価格、９年ぶりの高値(15日)
・日本銀行、長期金利上限を0.5％に実質利上げ(20日)
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令和５ 年

県内 国内・海外

１月

・大間産クロマグロ、東京・豊洲市場の新春初競りで
3,604万円、12年連続最高値(５日)
・22年県内倒産負債総額、過去最少(６日)
・八戸税関の22年貿易額、過去最高(27日)

・22年国内新車販売台数、45年ぶり低水準(５日)
・中国の「ゼロコロナ」政策終了(８日)
・「全国旅行支援」再開(10日)
・22年外国人労働者数、過去最多(27日)
・22年東京都の転入超過、３年ぶりに増加(30日)

２月

・22年県内冬ボーナス平均、２年連続増加(３日)
・八戸前沖さば、制度開始以降初の認定見送り(28日)
・県産米品種 青天の霹靂、はれわたり、 年産米食味ラ
ンキングで特Ａ獲得(28日)

・22年農産品輸出額、10年連続過去最高更新(３日)
・実質賃金前年比0.9％減、２年ぶりのマイナス(７日)
・１月全国消費者物価指数、41年ぶり伸び率(24日)
・22年出生数過去最少、初の80万人割れ(28日)

３月

・２月１日時点県推計人口、120万人割れ(７日)
・浅虫温泉３旅館、官民ファンドが再生支援へ(９日)
・ホテルニューキャッスル 弘前市 、破産手続開始決定
(31日)

・１月実質賃金、８年８か月ぶりの下落率(７日)
・１月経常赤字、過去最大の1兆9,766億円(８日)
・米国シリコンバレー銀行が経営破綻(10日)

４月

・22年人口推計、減少率全国ワースト２位(12日)
・青森－台北線、３年ぶりにチャーター便で運行再開
日)
・22年度Ａプレミアム国内外利用実績、過去最多(27日)

・国内メーカーの 年度新車販売台数、４年ぶり増加 ３
日)
・インドの人口、中国超え世界最多(19日)
・日本銀行、大規模金融緩和策を維持(28日)
・４月の鶏卵卸売価格(東京)、過去最高値(28日)

５月
・ 年度県内総生産、名目・実質ともに２年ぶりのマイナ
ス成長(22日)
・県内延べ宿泊者数、２か月連続新型コロナ前超え(29日)

・米国、政策金利を0.25％引上げ(３日)
・ＷＨＯ、新型コロナ緊急事態宣言解除(５日)
・新型コロナ、５類感染症へ移行(８日)

６月

・22年本県出生数が過去最少、初の6,000人割れ(２日)
・青森県知事に宮下宗一郎氏当選(４日)
・青森市で東北絆まつり開催、４年ぶり従来規模で
日)
・スーパー「さとちょう」民事再生法適用申請(26日)

・22年合計特殊出生率、過去最低の1.26(２日)
・政府、「特定技能２号」の対象分野拡大決定(９日)
・欧州、政策金利を0.25％引上げ(15日)

７月
・県内２月１日時点高齢化率34.38％、過去最高(10日)
・22年度創業支援拠点利用者数、過去最多(17日)
・22年産県産りんご輸出量、初の4万トン超え(28日)

・日経平均株価、33年ぶり高値更新(３日)
・英国のＴＰＰ加盟が正式決定(16日)
・日本銀行、長期金利の0.5％超えを容認(28日)
・６月の延べ国内宿泊者数、新型コロナ前超え(31日)
・22年度男性の育児休業取得率、過去最高(31日)

８月
・本県分のふるさと納税寄付額、過去最高(１日)
・弘南鉄道大鰐線が大鰐－宿川原間で脱線(６日)
・青森県の最低賃金、過去最大の898円へ(10日)

・中国消費者物価指数、２年半ぶりマイナス(９日)
・最低賃金全国平均、過去最大の1,004円(18日)
・東京電力福島第一原発処理水の海洋放出開始、中国が日
本の水産物を全面禁輸(24日)

９月

・アノヴァ(六ヶ所村)、破産手続開始決定(７日)
・日本銀行青森支店、県内景気判断に３年半ぶりとなる
「回復」の文言追加(12日)
・22年産県産りんご販売額、過去最高(21日)
・オカムラ食品工業、東証上場(27日)
・８月主要観光施設入込客数、４年ぶり 万人超え
日)

・レギュラーガソリン店頭小売価格全国平均、過去最高
(４日)
・ガソリン補助金制度の拡充開始(７日)
・日本銀行、大規模金融緩和策を維持(22日)
・ 年産国産リンゴ輸出、数量・金額ともに過去最高
日)

10月

・本県沖日本海南側が洋上風力発電の「促進地域」に県内
初指定(３日)
・津軽海峡フェリー青森－室蘭航路、 年ぶりに定期運航
再開(３日)
・来春高卒予定者の県内求人倍率、過去最高(30日)
・23年産県産米の１等米比率、過去10年で最低(31日)

・消費税のインボイス制度開始(１日)
・６月末の在留外国人数、過去最多(13日)
・欧州、利上げ開始以来の政策金利据え置き(26日)
・日本銀行、長期金利の1％超を容認(31日)

11月

・青森県、第 景気循環の山を 年 月、谷を 年６月に
確定(１日)
・県内１人あたり市町村民所得、六ヶ所村が 年連続トッ
プ(２日)
・ 年産県産りんごの 月県外市場平均価格、過去最高
(16日)
・来春大卒予定者の就職内定率、過去最高(30日)

・９月の中国向け水産物輸出額、90.8％減(７日)
・米ドル対円相場、23年最安値を更新(13日)
・10月訪日外客数、初の新型コロナ前超え(15日)
・政府、景気基調判断を10か月ぶりに下方修正(22日)
・23年食品値上げ３万品目超、前年比25.7％増(30日)

12月

・みちのく有料道路、ＥＴＣの運用開始(19日)
・今春高卒者の地元就職率、全国ワースト(20日)
・陸奥湾養殖ホタテの稚貝、５割超へい死(21日)
・県農業産出額、19年連続東北首位(22日)
・50年人口推計４割減、全国２番目の減少率(22日)

・日銀短観、大企業製造業ＤＩが３期連続改善(13日)
・米国、政策金利を据え置き(13日)
・日本銀行、大規模金融緩和策を維持(19日)
・ダイハツ、品質不正で全車種出荷停止(20日)
・50年人口推計、46都道府県で75歳以上２割超(22日)



令和６ 年

県内 国内・海外

１月

・大間産クロマグロ、東京・豊洲市場の新春初競りで 億
1,424万円、13年連続最高値(５日)
・23年県内倒産負債総額、過去10年で最多(９日)
・青森-ソウル線、３年10か月ぶりに定期便再開(20日)
・ 年県内外国人労働者数、過去最多の 人 増加率全
国１位(29日)

・能登半島地震発生、最大震度７を観測(１日)
・23年訪日外国人旅行消費額、初の５兆円台(17日)
・ 年全国消費者物価指数 コア 、 年ぶり伸び率
日)
・23年外国人労働者数、過去最多の204万8,675人(26日)

２月
・23年本県漁獲量、４年連続過去最低更新(21日)
・23年産国産リンゴ輸出、10年連続100億円突破(28日)

・23年実質賃金、２年連続マイナス(６日)
・23年出生数、８年連続最少更新(27日)

３月

・ 年市町村別農業産出額、弘前市９年連続東北１位
日)
・ 年度県内総生産、名目値２年ぶりプラス、実質値２年
連続マイナス(22日)

・日経平均株価、史上初の4万円台(４日)
・日銀、マイナス金利解除決定(19日)

４月

・ 年度青森空港国内定期便乗降客数、新型コロナ前上回
る(12日)
・ 年度Ａプレミアム国内外利用実績、２年連続過去最多
(24日)
・ＪＲ青森駅東口ビルオープン(26日)

・時間外労働の上限規制、自動車運転業、建設業、医師な
どに適用拡大(１日)
・75歳以上の人口、初の2,000万人超(12日)
・23年度貿易収支、３年連続赤字(17日)

５月
・弘前さくらまつり、前年比41万人増の245万人(５日)
・ 年度みちのく有料道路利用台数、過去最多の 万台
(21日)

・ダイハツ、全工場稼働再開(７日)
・３月実質賃金、過去最長の24か月連続マイナス(９日)

６月
・23年出生数5,696人、５年連続で過去最低を更新(５日)
・県漁連23年度総取扱高、前年度比45億円超減(17日)
・24年春闘の平均賃上げ率、全国平均を下回る(27日)

・所得税と住民税の定額減税開始(１日)
・トヨタなど３社、認証不正のあった対象車の出荷停止
(３日)
・欧州中央銀行、４年９か月ぶりに利下げ決定(６日)

７月
・県内２月１日時点高齢化率34.91％、過去最高(24日)
・本県初ライドシェア、青森交通圏で開始(26日)
・23年の20～24歳転出超過率、男女ともに過去最高(30日)

・20年ぶりに新紙幣発行(３日)
・ 年上半期訪日外国人数・訪日消費額、過去最高更新
(19日)
・23年度男性の育児休業取得率、30％超に急上昇(31日)

８月

・ 年度ふるさと納税寄付額、本県分 億 万円と過
去最高(２日)
・豚熱、県内で初確認(６日)
・新青森 新函館北斗駅間、お盆期間利用者前年比 ％増
(19日)
・県立美術館常設展観覧料、 月から高校生以下無料へ
(24日)
・百貨店「中三」破産、閉店(29日)

・23年度ふるさと納税寄付額、初の1兆円台(２日)
・７月の秋田・山形県などでの豪雨災害、農産物に打撃
(３日)
・６月実質賃金、２年３か月ぶり増(６日)
・日向灘地震を受け、初の「南海トラフ地震臨時情報 巨
大地震注意)」発表(８日)
・岸田首相、退陣表明(14日)
・７月の消費者物価指数のコメ類、前年同月比 ％と
年ぶりの上昇率(23日)

９月

・ 年春闘の賃上げ平均妥結額、過去最高の 万 円 ６
日)
・24年県産米の概算金目安額、過去最高値(９日)
・むつ市中間貯蔵施設に使用済み核燃料搬入(26日)
・23年産県産りんご販売額、初の1,200億円突破(30日)

・23年の女性賃金、男性の７～８割(２日)
・トヨタ 認証不正で生産停止の３車種、３か月ぶりに生
産再開(４日)
・米国、４年半ぶりの政策金利引き下げ決定(18日)
・日中、日本産水産物輸入再開合意(20日)

10月

・小中学校の給食費無償化、県内全域に拡大(１日)
・県内、最低賃金953円に引き上げ(５日)
・ 年度県内１人当たり市町村民所得、六ヶ所村が 年連
続トップ(15日)
・青森-台北線、４年８か月ぶりに定期便再開(29日)

・石破内閣、発足(１日)
・パート労働者、厚生年金加入対象拡大(１日)
・24年度上半期貿易収支、７期連続赤字(17日)
・ 年賃金引き上げ実態調査による月額賃金平均引き上げ
額、初の１万円越え(28日)

11月

・むつ市中間貯蔵施設、国内初となる操業開始(６日)
・23年県内輸出額、1,364億円と５年ぶりに増加(６日)
・県内企業の後継者不在率、57.7％に改善(26日)
・弘南鉄道大鰐線、27年度末廃線へ(27日)
・八戸前沖さば、３年ぶりブランド認定(28日)

・女川原発２号機再稼働、発電再開(15日)
・23年度全国移住相談件数、過去最多の40万件(22日)

12月

・ 年海面養殖サーモン生産量、過去最多の トン ２
日)
・今春高卒者の県内就職率、２年連続全国ワースト(18日)
・レギュラーガソリン、23年９月以来の高値水準(23日)
・23年県農業産出額、20年連続東北首位(24日)
・24年八戸港水揚げ、４年ぶり６万トン超(28日)
・青森市、３年ぶりに積雪１メートル超(29日)

・ 年１月～ 月累計訪日客数、過去最高だった 年年間
合計を上回る(18日)
・ガソリン補助金、段階的縮小開始(19日)
・レギュラーガソリン店頭小売価格全国平均、１年３か月
ぶりに1リットル180円突破(23日)
・24年食品平均値上げ率、前年比増の17％(26日)



令和６ 年

県内 国内・海外

１月

・大間産クロマグロ、東京・豊洲市場の新春初競りで 億
1,424万円、13年連続最高値(５日)
・23年県内倒産負債総額、過去10年で最多(９日)
・青森-ソウル線、３年10か月ぶりに定期便再開(20日)
・ 年県内外国人労働者数、過去最多の 人 増加率全
国１位(29日)

・能登半島地震発生、最大震度７を観測(１日)
・23年訪日外国人旅行消費額、初の５兆円台(17日)
・ 年全国消費者物価指数 コア 、 年ぶり伸び率
日)
・23年外国人労働者数、過去最多の204万8,675人(26日)

２月
・23年本県漁獲量、４年連続過去最低更新(21日)
・23年産国産リンゴ輸出、10年連続100億円突破(28日)

・23年実質賃金、２年連続マイナス(６日)
・23年出生数、８年連続最少更新(27日)

３月

・ 年市町村別農業産出額、弘前市９年連続東北１位
日)
・ 年度県内総生産、名目値２年ぶりプラス、実質値２年
連続マイナス(22日)

・日経平均株価、史上初の4万円台(４日)
・日銀、マイナス金利解除決定(19日)

４月

・ 年度青森空港国内定期便乗降客数、新型コロナ前上回
る(12日)
・ 年度Ａプレミアム国内外利用実績、２年連続過去最多
(24日)
・ＪＲ青森駅東口ビルオープン(26日)

・時間外労働の上限規制、自動車運転業、建設業、医師な
どに適用拡大(１日)
・75歳以上の人口、初の2,000万人超(12日)
・23年度貿易収支、３年連続赤字(17日)

５月
・弘前さくらまつり、前年比41万人増の245万人(５日)
・ 年度みちのく有料道路利用台数、過去最多の 万台
(21日)

・ダイハツ、全工場稼働再開(７日)
・３月実質賃金、過去最長の24か月連続マイナス(９日)

６月
・23年出生数5,696人、５年連続で過去最低を更新(５日)
・県漁連23年度総取扱高、前年度比45億円超減(17日)
・24年春闘の平均賃上げ率、全国平均を下回る(27日)

・所得税と住民税の定額減税開始(１日)
・トヨタなど３社、認証不正のあった対象車の出荷停止
(３日)
・欧州中央銀行、４年９か月ぶりに利下げ決定(６日)

７月
・県内２月１日時点高齢化率34.91％、過去最高(24日)
・本県初ライドシェア、青森交通圏で開始(26日)
・23年の20～24歳転出超過率、男女ともに過去最高(30日)

・20年ぶりに新紙幣発行(３日)
・ 年上半期訪日外国人数・訪日消費額、過去最高更新
(19日)
・23年度男性の育児休業取得率、30％超に急上昇(31日)

８月

・ 年度ふるさと納税寄付額、本県分 億 万円と過
去最高(２日)
・豚熱、県内で初確認(６日)
・新青森 新函館北斗駅間、お盆期間利用者前年比 ％増
(19日)
・県立美術館常設展観覧料、 月から高校生以下無料へ
(24日)
・百貨店「中三」破産、閉店(29日)

・23年度ふるさと納税寄付額、初の1兆円台(２日)
・７月の秋田・山形県などでの豪雨災害、農産物に打撃
(３日)
・６月実質賃金、２年３か月ぶり増(６日)
・日向灘地震を受け、初の「南海トラフ地震臨時情報 巨
大地震注意)」発表(８日)
・岸田首相、退陣表明(14日)
・７月の消費者物価指数のコメ類、前年同月比 ％と
年ぶりの上昇率(23日)

９月

・ 年春闘の賃上げ平均妥結額、過去最高の 万 円 ６
日)
・24年県産米の概算金目安額、過去最高値(９日)
・むつ市中間貯蔵施設に使用済み核燃料搬入(26日)
・23年産県産りんご販売額、初の1,200億円突破(30日)

・23年の女性賃金、男性の７～８割(２日)
・トヨタ 認証不正で生産停止の３車種、３か月ぶりに生
産再開(４日)
・米国、４年半ぶりの政策金利引き下げ決定(18日)
・日中、日本産水産物輸入再開合意(20日)

10月

・小中学校の給食費無償化、県内全域に拡大(１日)
・県内、最低賃金953円に引き上げ(５日)
・ 年度県内１人当たり市町村民所得、六ヶ所村が 年連
続トップ(15日)
・青森-台北線、４年８か月ぶりに定期便再開(29日)

・石破内閣、発足(１日)
・パート労働者、厚生年金加入対象拡大(１日)
・24年度上半期貿易収支、７期連続赤字(17日)
・ 年賃金引き上げ実態調査による月額賃金平均引き上げ
額、初の１万円越え(28日)

11月

・むつ市中間貯蔵施設、国内初となる操業開始(６日)
・23年県内輸出額、1,364億円と５年ぶりに増加(６日)
・県内企業の後継者不在率、57.7％に改善(26日)
・弘南鉄道大鰐線、27年度末廃線へ(27日)
・八戸前沖さば、３年ぶりブランド認定(28日)

・女川原発２号機再稼働、発電再開(15日)
・23年度全国移住相談件数、過去最多の40万件(22日)

12月

・ 年海面養殖サーモン生産量、過去最多の トン ２
日)
・今春高卒者の県内就職率、２年連続全国ワースト(18日)
・レギュラーガソリン、23年９月以来の高値水準(23日)
・23年県農業産出額、20年連続東北首位(24日)
・24年八戸港水揚げ、４年ぶり６万トン超(28日)
・青森市、３年ぶりに積雪１メートル超(29日)

・ 年１月～ 月累計訪日客数、過去最高だった 年年間
合計を上回る(18日)
・ガソリン補助金、段階的縮小開始(19日)
・レギュラーガソリン店頭小売価格全国平均、１年３か月
ぶりに1リットル180円突破(23日)
・24年食品平均値上げ率、前年比増の17％(26日)

令和７ 年

県内 国内・海外

１月

・青森みちのく銀行、誕生(１日)
・12年ぶり、県豪雪対策本部設置(４日)
・大間産クロマグロ、東京・豊洲市場の新春初競りで 億
700万円、14年連続最高値(５日)

・円相場、１ドル158円台まで下落(10日)
・米国、トランプ大統領就任(20日)
・日銀、0.5％に追加利上げ決定(24日)
・24年外国人労働者数、過去最多の230万2,587人(30日)

２月

・24年本県ホタテガイ漁獲数量、平成以降最少(20日)
・24年県内外国人延べ宿泊者数、過去最多(28日)
・はれわたり、 年産米食味ランキングで３年連続最高評
価「特A」獲得(28日)

・24年農産物輸出額、12年連続過去最高更新(４日)
・24年実質賃金、３年連続マイナス(５日)

３月

・第２みちのく有料道路、ETC供用開始(10日)
・ 年度県内総生産、名目値２年ぶり、実質値３年連続マ
イナス(24日)
・ 年市町村別農業産出額、弘前市過去最高額で 年連続
東北１位(25日)

・政府備蓄米、放出開始(18日)
・ミャンマー、マグニチュード7.7の地震発生(28日)

４月

・県内初の義務教育学校、六戸町立義務教育学校六戸学園
開校(１日)
・３年連続、クマ出没注意報を県内全域に発令(４日)
・24年県内社長平均年齢、62.3歳で過去最高更新(22日)

・米国、相互関税発動(５日)
・24年度企業倒産件数、11年ぶり１万件超え(８日)
・大阪・関西万博開幕(13日)

５月
・A!Premium、西日本翌日配達を約２年ぶりに再開(１日)
・大雪農業被害 億円、初の 億円超えで過去最大 ８
日)

・子どもの数 万人、 年連続減で過去最少更新 ４
日)
・ 年度国際収支の経常黒字、過去最大の 兆 億円
(12日)

６月
・青森空港有料道路、27年７月から無料開放へ(３日)
・24年県内出生数5,099人、８年連続過去最少更新(４日)
・JR津軽線蟹田-三厩間、27年４月廃止へ(10日)

・24年出生数68万6,061人、初の70万人割れ(４日)
・日本製鉄、米鉄鋼大手USスチール買収完了(18日)
・中国、日本産水産物輸入再開(29日)

７月

・24年度高齢化率35.43％、２年連続過去最高更新(10日)
・子どもの医療費無償化、全県で達成(16日)
・本県初開催の全国知事会議が開幕(23日)
・カムチャツカ半島沖地震を受け、本県に東日本大震災以
来の津波警報発令(30日)

・25年春闘賃上げ率5.25％、33年ぶり高水準(３日)
・24年度男性の育児休業取得率、初の40％超え(30日)
・ 年度ふるさと納税寄付額、５年連続過去最高更新
日)

８月
・25年度FDA冬季ダイヤ減便へ(19日)
・県内最大級のビジネスホテル「ホテルルートイン
三沢」がオープン(20日)

・日本人人口1億2,065万3,227人、16年連続減少(６日)
・待機児童数、過去最少を更新(29日)

９月

・25年春闘平均賃上げ額、過去最高額の1万2,481円(３日)
・県内100歳以上人口、過去最多の959人(12日)
・ 年産県産りんご販売価格、過去最高値の１キロ当たり
483円(18日)

・夏の平均気温、３年連続過去最高更新(１日)
・石破首相、退陣表明(７日)
・国勢調査開始(20日)
・作況指数、廃止決定(30日)

10月
・青森県再生可能エネルギー共生税条例、施行(７日)
・ 年度産地直売施設販売額、２年連続過去最高額更新
(29日)

・公明党、自民党との連立離脱表明(10日)
・初の女性首相誕生、高市内閣発足(21日)
・日経平均株価、初の５万円台(27日)
・ 超過を受け、小型船スルメイカ漁へ初の採捕停止命
令発出(31日)

11月

・「星と森のロマントピア」、スキー場を除く全施設の営
業終了(１日)
・24年産県産りんご販売額、初の1,300億円突破(５日)
・本県最低賃金、1,029円に引き上げ(21日)

・25年産米10月相対取引価格、過去最高更新(18日)
・中国、日本産水産物輸入停止(19日)

12月

・弘前市、東北地方初の宿泊税導入(１日)
・本県東方沖地震発生、八戸市で震度６強を観測(８日)
・本県東方沖地震を受け、制度運用以降初の後発地震注意
情報発表(９日)
・ 年県農業産出額、初の 億円超えで過去最高
日)

・健康保険証、従来型からマイナ保険証へ完全移行(２日)
・日銀、0.75％に追加利上げ決定、30年ぶり高水準(19日)
・長期金利2.100％、26年10か月ぶり高水準(22日)
・ガソリン税の暫定税率、廃止(31日)
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